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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第75期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第74期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（百万円） 17,294 16,336 71,043

経常利益又は経常損失（△）（百

万円）
34 △9 117

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
24 △95 118

純資産額（百万円） 11,075 10,250 10,761

総資産額（百万円） 18,170 16,753 17,230

１株当たり純資産額（円） 1,636.29 1,503.94 1,580.15

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

3.67 △14.53 17.99

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 59.5 59.3 60.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
232 △106 792

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△152 △16 16

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△266 △127 △365

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
2,339 2,720 2,969

従業員数（人） 275 271 257

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第74期第１四半期連結累計(会計)期間及

び第74期は潜在株式が存在しないため、また、第75期第１四半期連結累計（会計）期間は１株当たり四半期

純損失であり、潜在株式も存在しないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社の異動については「３　関係会社の状況」をご覧ください。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社でありました株式会社トウメイフーズについては、連結子会社であ

る株式会社ハンスイに吸収合併したため、消滅いたしました。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 271 (169)

　（注）　従業員数は就業人員数（グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数（契約社員、嘱

託社員及びパートタイマーを含む。）は(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書で記載しており

ます。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 119 (41)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

数（契約社員、嘱託社員及びパートタイマーを含む。）は(　)内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書で記

載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

水産物卸売事業（百万円） 13,863 △2.1

水産物販売事業（百万円） 1,562 △19.9

不動産等賃貸事業（百万円） 15 △7.8

運送事業（百万円） 96 △10.0

合計（百万円） 15,538 △4.3

　（注）１．上記の金額は、仕入価格によっております。

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

該当事項はありません。

(3）販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

水産物卸売事業（百万円） 13,602 △3.8

水産物販売事業（百万円） 2,667 △13.4

不動産等賃貸事業（百万円） 4 △7.7

運送事業（百万円） 62 △8.5

合計（百万円） 16,336 △5.5

　（注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した、事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期における我が国経済は、年初より景気回復基調が継続しているものの、ギリシャ財政危機からの欧

州の信用不安等も含み、先行きの不安感は払拭しきれず、雇用情勢も厳しい状況であることから、今後もしばらくは

予断を許さない状況であると思われます。

このような状況の下、当社グループの中核事業であります水産物卸売事業におきましては、依然として消費者の

生活防衛意識が強いことや天候不順の影響により、市場成長はマイナスで推移するとともに、低価格化の進行によ

り価格競争が激化し、魚介類の販売単価は総じて下落するなど、厳しい経営環境が続いております。

このような環境の下、当社グループは、企業理念であります安心・安全で良質な商品と心に感じるサービスによ

り、お客様満足を追求すると共に、豊かな食生活に貢献すべく、「中期経営計画～横浜丸魚グループＭＭプラン」の

最終年度となります三年次を迎え、この実現に向けて取り組んでおります。

当第１四半期はグループ事業の見直しを行ない、連結子会社２社を統合すると同時に、不採算取引からの撤退及

び業務の集約等効率化を図りました。然しながら、当第１四半期におきましては改善効果に至らず、売上高及び営業

利益は前年を下回ることとなりました。尚、この取組は既に織り込み済であり、第２四半期以降に改善が図られると

考えております。四半期純利益は投資有価証券評価損と資産除去債務会計基準に伴う影響額を特別損失に計上した

ため、四半期純損失となりました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は16,336百万円（前年同期比5.5％減）、営業損失は97百万円（前

年同期　営業損失53百万円）、経常損失は９百万円（前年同期　経常利益34百万円）、四半期純損失は95百万円（前

年同期　四半期純利益24百万円）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（水産物卸売事業）

売上高は13,602百万円と前第１四半期連結会計期間に比べ540百万円（△3.8％）の減収となり、営業損失も59百

万円と前第１四半期連結会計期間に比べ20百万円（前年同期　営業損失39百万円）の減益となりました。

（水産物販売事業）

売上高は2,667百万円と前第１四半期連結会計期間に比べ411百万円(△13.4％)の減収となり、営業損失も50百万

円と前第１四半期連結会計期間に比べ23百万円（前年同期　営業損失26百万円）の減益となりました。

（不動産等賃貸事業）

売上高は４百万円と前第１四半期連結会計期間に比べ０百万円(△7.7％)の減収となりましたが、営業利益は10

百万円と前第１四半期連結会計期間に比べ１百万円（10.3％）の増益となりました。

（運送事業）

売上高は62百万円と前第１四半期連結会計期間に比べ５百万円(△8.5％)の減収となりましたが、営業利益は２

百万円と前第１四半期連結会計期間に比べ０百万円（41.4％）の増益となりました。

　

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は2,720百万円と前連結会計年度末に比べ249百万円の減少と

なりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローにおいては106百万円の支出となりました。この主な要因は、売上債権の増加

額101百万円、たな卸資産の増加額244百万円及び仕入債務の増加額203百万円によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローにおいては16百万円の支出となりました。この主な要因は、有形固定資産の取

得による支出６百万円及び無形固定資産の取得による支出10百万円によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローにおいては127百万円の支出となりました。この主な要因は、リース債務の返

済による支出27百万円及び配当金の支払額99百万円によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,298,000

計 29,298,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,261,706 7,261,706
大阪証券取引所　

（ＪＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数

1,000株

計 7,261,706 7,261,706 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 7,261,706 － 1,541 － 376

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　654,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,523,000 6,523 －

単元未満株式 普通株式　　 84,706 － －

発行済株式総数 7,261,706 － －

総株主の議決権 － 6,523 －

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

横浜丸魚株式会社 横浜市神奈川区山内町1 654,000 － 654,000 9.01

計 － 654,000 － 654,000 9.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 400 408 400

最低（円） 387 399 399

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,727 2,976

受取手形及び売掛金 4,144 4,030

有価証券 50 －

商品及び製品 1,053 808

繰延税金資産 128 95

その他 214 170

貸倒引当金 △603 △603

流動資産合計 7,714 7,478

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,307 1,317

土地 787 787

リース資産（純額） 198 223

その他（純額） 139 147

有形固定資産合計 ※1
 2,432

※1
 2,475

無形固定資産

ソフトウエア 129 127

その他 10 10

無形固定資産合計 140 138

投資その他の資産

投資有価証券 6,203 6,853

長期貸付金 14 13

破産更生債権等 884 896

繰延税金資産 75 91

その他 59 62

貸倒引当金 △771 △779

投資その他の資産合計 6,465 7,137

固定資産合計 9,038 9,751

資産合計 16,753 17,230
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,361 3,157

未払法人税等 9 7

引当金 123 189

その他 544 460

流動負債合計 4,038 3,815

固定負債

退職給付引当金 778 782

役員退職慰労引当金 136 130

資産除去債務 38 －

繰延税金負債 1,158 1,365

その他 352 375

固定負債合計 2,464 2,653

負債合計 6,503 6,468

純資産の部

株主資本

資本金 1,541 1,541

資本剰余金 402 402

利益剰余金 6,245 6,440

自己株式 △366 △366

株主資本合計 7,823 8,018

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,112 2,421

評価・換算差額等合計 2,112 2,421

少数株主持分 313 321

純資産合計 10,250 10,761

負債純資産合計 16,753 17,230
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 17,294 16,336

売上原価 ※1
 16,199

※1
 15,293

売上総利益 1,094 1,042

販売費及び一般管理費 ※2
 1,148

※2
 1,140

営業損失（△） △53 △97

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 74 82

負ののれん償却額 0 －

その他 11 5

営業外収益合計 88 89

営業外費用

支払利息 0 0

その他 0 0

営業外費用合計 0 0

経常利益又は経常損失（△） 34 △9

特別利益

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 7 24

その他 － 1

特別利益合計 7 25

特別損失

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 10 79

貸倒引当金繰入額 2 －

役員退職慰労金 2 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23

特別損失合計 14 103

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

27 △86

法人税、住民税及び事業税 19 28

法人税等調整額 △18 △12

法人税等合計 1 16

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △103

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1 △7

四半期純利益又は四半期純損失（△） 24 △95
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

27 △86

減価償却費 71 72

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 23

負ののれん償却額 △0 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △7

賞与引当金の増減額（△は減少） 64 △66

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6 6

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6 △3

受取利息及び受取配当金 △76 △83

支払利息 0 0

有形固定資産売却損益（△は益） △0 －

有形固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損益（△は益） 10 79

売上債権の増減額（△は増加） 229 △101

たな卸資産の増減額（△は増加） △31 △244

仕入債務の増減額（△は減少） △125 203

未払消費税等の増減額（△は減少） 3 △4

その他 24 62

小計 192 △151

利息及び配当金の受取額 66 72

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △25 △26

営業活動によるキャッシュ・フロー 232 △106

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 －

有形固定資産の取得による支出 △36 △6

有形固定資産の売却による収入 2 －

無形固定資産の取得による支出 △103 △10

投資有価証券の取得による支出 △20 △0

投資有価証券の売却による収入 1 1

貸付けによる支出 △8 △2

貸付金の回収による収入 2 1

その他の支出 △0 △1

その他の収入 9 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △152 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △70 －

長期借入金の返済による支出 △63 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △99 △99

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

リース債務の返済による支出 △33 △27

財務活動によるキャッシュ・フロー △266 △127

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △187 △249

現金及び現金同等物の期首残高 2,526 2,969

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,339

※
 2,720
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　
　

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日）　

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社でありました株式会社トウ

メイフーズについては、連結子会社である株式会社ハンスイと合併し消滅会社

となったため、連結の範囲から除外しております。

(2) 変更後の連結子会社の数

　４社　

２．会計処理基準に関する事項の変更　 (1) 資産除去債務に関する会計基準の適用　

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してお

ります。

　これにより、営業損失及び経常損失は、それぞれ０百万円増加し、税金等調整

前四半期純損失は24百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始

による資産除去債務の変動額は23百万円であります。

(2) 企業結合に関する会計基準等の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計

基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業

会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の

一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する

会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第１四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 　四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使

用して算定する方法によっております。

棚卸資産の評価方法 　四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度において使用

した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており

ます。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額    ※１．有形固定資産の減価償却累計額     

 2,847百万円  2,753百万円

２．当社及び連結子会社３社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当第１四半期連

結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 （百万円）

当座貸越極度額 2,110

借入実行残高 －

　差引額 2,110

２．当社及び連結子会社５社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 （百万円）

当座貸越極度額 2,270

借入実行残高 －

　差引額 2,270

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１．売上原価のうち減価償却費は次のとおりでありま

す。

※１．売上原価のうち減価償却費は次のとおりでありま

す。

減価償却費 12百万円 減価償却費 10百万円

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

出荷・完納奨励金 54百万円

運送・保管料 158百万円

役員報酬・給与手当 430百万円

賞与引当金繰入額 64百万円

退職給付引当金繰入額 16百万円

役員退職慰労引当金繰入額 6百万円

貸倒引当金繰入額 12百万円

減価償却費 56百万円

出荷・完納奨励金 49百万円

運送・保管料 156百万円

役員報酬・給与手当 460百万円

賞与引当金繰入額 19百万円

退職給付引当金繰入額 15百万円

役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

貸倒引当金繰入額 19百万円

減価償却費 61百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 2,346

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7

現金及び現金同等物 2,339

 

（平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 2,727

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7

現金及び現金同等物 2,720
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　7,261,706株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　  654,537株　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。　

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 99 15平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
水産物卸
売事業
（百万円）

水産物販
売事業
（百万円）

不動産等
賃貸事業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高
14,143 3,078 4 68 17,294 － 17,294

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

796 16 22 51 887 (887) －

計 14,939 3,095 27 119 18,182 (887)17,294

営業利益又は営業損失

（△）
△39 △26 9 1 △53 0 △53

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分の事業内容

(1）水産物卸売事業……中央卸売市場及び地方卸売市場における販売事業

(2）水産物販売事業……中央卸売市場以外における販売事業

(3）不動産等賃貸事業…流通センター等の賃貸事業

(4）その他の事業………水産物運送等の事業

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在しないため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　当社グループは、海外売上高がないため記載しておりません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、中央卸売市場における水産物卸売事業を中核事業とし、量販店及び外食産業等への水産物販売事

業、流通センター等の不動産等賃貸事業、更に運送事業について包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して

おります。

したがいまして、当社は、水産物卸売業を基礎とした流通・サービス別のセグメントから構成されており

「水産物卸売事業」、「水産物販売事業」、「不動産等賃貸事業」及び「運送事業」の４つを報告セグメン

トとしております。

「水産物卸売事業」は、中央卸売市場及び地方卸売市場において、水産物の卸売を行っております。「水産

物販売事業」は中央卸売市場等から仕入れた水産物を、量販店及び外食産業等へ販売を行っております。

「不動産等賃貸事業」は、流通センター等の賃貸を行っております。「運送事業」は、水産物の運送等を行っ

ております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　

　

　

報告セグメント
調整額

（百万円）

（注１）　

四半期連結

損益計算書

計上額

（百万円）

（注２）　

水産物

卸売事業

（百万円）　

水産物

販売事業

（百万円）　

不動産等

賃貸事業

（百万円）　

運送事業

（百万円）　

計

（百万円）　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高 13,602　 2,667　 4　 62　 16,336　 －　 16,336　

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
806　 30　 22　 47　 907　 △907　 －　

計 14,409　 2,697　 26　 109　 17,243　 △907　 16,336　

セグメント利益又は損失（△） △59　 △50　 10　 2　 △96　 △1　 △97　

（注）１．セグメント利益の調整額△１百万円は、セグメント間取引消去０百万円及び棚卸資産の未実現利

　　　　　益△１百万円であります。　　

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　現金及び預金、有価証券及び投資有価証券、支払手形及び買掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものと

なっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 2,727 2,727 －

(2）有価証券及び投資有価証券 5,674 5,674 －

(3）支払手形及び買掛金 3,361 3,361 －

　
（注）１．金融商品の時価の算定方法

(1）現金及び預金、(3)支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格及び日本証券業協会の公

表価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関

係」をご参照下さい。

（注）２．非上場株式（連結貸借対照表計上額579百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見　

　　　　　積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(2)有価証券及び投資有価

　　　　　証券」には含めておりません。

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 
取得原価
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 1,870 5,446 3,576

(2）債券             

①国債・地方債等 140 143 2

②その他 － － －

(3）その他 102 84 △18

合計 2,113 5,674 3,560

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

共通支配下の取引等

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称、合併の目的

(1）結合当事企業の名称及び事業の内容

①結合企業

名称　株式会社ハンスイ（当社の連結子会社）

事業の内容　水産物の販売事業

②被結合企業

名称　株式会社トウメイフーズ（当社の連結子会社）

事業の内容　水産物の販売事業及び加工事業

(2）企業結合日

平成22年４月１日

(3）企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

株式会社ハンスイを存続会社、株式会社トウメイフーズを消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業

の名称は株式会社ハンスイとなっております。

(4）合併の目的

両社の経験と実績を活かし、取引先への幅広いニーズに即応するため、また外食産業向けの食材提供業

務と、中食を目的とした水産物流通拠点の統合をすることにより、業務の集約化が見込まれ、さらにはグ

ループ会社の強化、効率化を図ることを目的としたものであります。

　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき共通

支配下の取引として会計処理しております。

　

（資産除去債務関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

　該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,503.94円 １株当たり純資産額 1,580.15円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3.67円 １株当たり四半期純損失金額 14.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 24 △95

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
24 △95

期中平均株式数（千株） 6,612 6,607

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

（土地売買契約の締結）　

　当社は、平成22年７月15日開催の取締役会決議に基づき、同日に土地の売買契約を締結しております。

　当該土地売買取引の内容は以下のとおりであり、当第２四半期連結会計期間に売却益約293百万円の計上を見込んでお

ります。

(1)譲渡の理由

　従来は、不動産賃貸設備として活用しておりましたが、賃貸先の撤退によりその後の活用方法を検討した結果、資産の

効率化及び財務体質の強化を図るため、売却することといたしました。　

(2)譲渡先の名称

　　明和地所株式会社

(3)譲渡資産の種類、譲渡前の使途

　　譲渡資産の種類　　：土地

　　譲渡前の使途　　　：遊休地

(4)譲渡時期

　　平成22年８月31日（予定）

(5)譲渡価額

　　315百万円　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月10日

横浜丸魚株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　亮比呂　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜丸魚株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、横浜丸魚株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月２日

横浜丸魚株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　亮比呂　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜丸魚株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、横浜丸魚株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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